
 

 

令和７年度 第１回 大分労働局公共調達監視委員会審議概要 

 

 

１ 開 催 日 時  令和７年９月16日（火）～令和７年11月 24日（月） 

 

２ 開 催 場 所  書面による審議 

  

３ 委 員  委員長 千野 博之 弁護士 

         委 員 古庄 研二 公認会計士 

         委  員 松隈 久昭 大学教授 

 

４ 審議対象期間  令和７年１月１日から同年４月30日までの間に契約を締結した競争入

札及び随意契約案件 

 

５ 審議対象案件  ３件・・・大分労働局公共調達監視委員会審議案件 

（内訳）競争入札による公共工事  ・・・ ０件 

随意契約による公共工事  ・・・ １件 

競争入札による物品・役務等・・・ １件 

随意契約による物品・役務等・・・ １件 

 

６ 抽 出 状 況  大分労働局公共調達監視委員会設置要綱第６条及び第７条に基づき対

象案件を抽出した。 

 

７ 委員からの意見・質問に対する回答等 

 

様式２ 随意契約によるもの（公共工事） 

 

【整理№１】 中津公共職業安定所昇降機劣化部品（インバーターユニット）の取替え修繕一

式 

１（委員） 正式な見積書と予定価格の参考見積書の内容が同内容であることの確認 

 （回答） 正式な見積書の内容が、参考見積書と発行日や金額等が同内容であるが、正式な見

積書は参考見積書とは別に受理したものであり、有効期限内の適正な見積書である。 

 

様式３ 競争入札によるもの（物品・役務等） 

 

【整理№１】 ハローワークの業務のオンライン化に伴うモバイルWi-Fiルーターのレンタル 

１（委員） 契約相手方は東京であるが、障害発生時の対応を確認しているか。 

（回答） 確認している。 

 レンタル機器にはすべて障害発生時の連絡先電話番号等が記載されており、障害発

生時の具体的な対応は、障害発生時の連絡先へ電話を掛けると契約相手方が不具合の

状況確認を概ね２時間以内に行い、不具合に応じた措置等を行うことを確認している。 

 



 
２（委員） 落札率の下限があるのか。 

 （回答） 国においては「低入札価格調査」という制度がある。この制度は、予定価格が1,000

万円を超える工事又は製造その他の請負契約に限り、事前に定めた低入札価格調査基

準（予定価格の６割）を下回る入札が行われた場合、契約内容に適合した履行がなさ

れない恐れがあるものとして、契約の相手方となる者の履行能力を調査するものであ

る。（会計法第29条の６第１項ただし書） 

本件は予定価格が1,000万円を超える工事又は製造その他の請負契約に該当しな

いため、「低入札価格調査」を必要とせず、落札率の下限もないが、仕様書において、

調達目的や調達機器の品質、通信環境、アフターケア等を網羅しており、廉価であっ

ても適正な契約の履行が行われるよう努めている。 

３（委員） 予定価格と落札金額の価格差について、予定価格の設定は妥当か否か 

 （回答） 予定価格は大分県内の複数の業者から参考見積を徴取してその平均値を予定単価と

して作成した。また、参考見積を提出した業者を含めたすべての入札参加者が予定価

格の範囲内で応札した。入札金額にはバラつきがあり、落札者と次順位者は僅差であ

ることから、予定価格の設定は妥当であったと考える。 

 

様式４ 随意契約によるもの（物品・役務等） 

 

【整理№１】 防災用ヘルメット「オサメット」の購入費 

１（委員） オサメットを選定した理由について 

防災用ヘルメット「オサメット（KGO-1-01）」は指定か。 

（回答） 防災用ヘルメットについて本省の指定はなかった。 

労働局及び署所の執務室及び各職員の机周辺は狭小で、人数分のヘルメットを保

管する場所の確保が難しいことから、場所を取らずに収納ができるものの要望があ

ったこと、また、『オサメット』は厚生労働省告示第120号「保護帽の規格」に則っ

た性能試験に合格し、型式検定合格証と検定番号の交付を受けた国家検定合格品ヘ

ルメットであり、Ａ４サイズで折りたたみ時の薄さは45㎜であることから、今般調

達の防災用ヘルメットと指定した。 

 

２（委員） 分割調達にしなかった理由について 

      数量（646個）の確保ができないことを理由に辞退した業者が複数あることからす

ると、当初より、数量にある程度の幅をもたせて見積依頼をする等の方法が考えられ

ないか。 

 （回答） 数量を分割して調達を行った場合、見積合わせに２事業者以上の参加ができた可能

性は考えられるが、全数量で調達を行った方が、大量発注により仕入単価の引き下げ

や事務手続きの効率化も図れることから、全数量での調達を採用した。 


